
岡山市内における創業者数の増加を図り、地域経済を活性化するため、市内で創業される
方を対象に、事業の立ち上げ及び実施に必要な費用の一部を補助します。

〒700-8544 岡山市北区大供１−１−１ 岡山市創業支援・雇用推進課
☎０８６−８０３−１３５３ ✉startup@city.okayama.lg.jp
ホームページ：https://www.city.okayama.jp/jigyosha/0000009127.html
※応募要件等、詳細はホームページ掲載の募集要項でご確認ください。

補助対象者

応募書類の提出・お問い合わせ先

募集期間・採択者の決定

概要版

岡山市創業者支援事業補助金

令和５年度

以下①、②のいずれかに該当する方であること
① 事業を営んでいない個人であり、令和５年４月１日から令和６年３月８日の間に岡山市内で
創業する方であって、その期間内に、個人事業を開業する方、又は、株式会社、合同会社、合名
会社、合資会社を設立し、その代表となる方。
② 既に、個人事業を営む方又は法人等の代表者であって、令和５年４月１日から令和６年３月
８日の間に、「日本標準産業分類」（平成２５年１０月改訂）の大分類において、既に営んでい
る事業と異なる分類の事業を、岡山市内で新たに個人事業として開業する方、又は、株式会社・
合同会社・合名会社・合資会社を設立し、その代表となる方。

・募集期間：令和５年４月１７日(月)〜６月３０日(金) 必着
・応募書類を審査し、審査結果が上位の方から予算の範囲内で採択します。

補助対象経費 補助率 補助限度額
店舗等借入費、設備費、広報費、起業・創業
に必要な官公庁への申請書類作成等に係る経
費

１／２ ５０万円

ホームページ
はこちら

主な補助の条件
① 岡山市内に住⺠登録を⾏っている個人の中⼩企業者であること、又は、岡山市内に法人の本
店所在場所がある法人の中⼩企業者であること。
② 産業競争力強化法に基づき岡山市の認定連携創業支援等事業者が実施した特定創業支援等事
業による支援を受けるとともに、同事業による支援を受けたことを証する書類が提出できること。
③ 岡山市内で創業したもの。
④ 市税を完納していること。
※国や県及び他自治体等の補助金・助成金制度（例：「⼩規模事業者持続化補助金」、「おかや
ま起業支援金」など）が交付決定された場合には本補助金の対象外となります。



対象経費

応募書類

補助金交付までの流れ

審査・採択

7月下旬～8月
上旬

採択者向け
説明会に参
加
8月中

交付申請

R6年3月8
日までに

補助金請求

R6年3月29
日までに

応募書類
提出締切

6月30日までに

項目 内容
店舗等借入費 ・事業に関わる事務所、店舗、倉庫の賃料
設備費 ・事務所、店舗の開設に伴う外装工事・内装工事費

・機械設備、備品（単品で税込３万円以上のもの）の購入費・
リース料・レンタル料

・事業のみに利用する特定業務用ソフトウェア（会計ソフト、CADソ
フトなど）の購入費（インストール費を含む）・リース料・レン
タル料・クラウド利用料

広報費 ・ホームページ製作費・クラウド利用料
・パンフレット、チラシ製作費
・広告費
・看板、名刺、ショップカード、ロゴマーク、料金表（メニュー表

など）製作費
起業・創業に必要な官
公庁への申請書類作成
等に係る経費

・開業・法人設立・既存事業部門の廃止に伴う司法書士・⾏政書士
などに支払う申請資料作成経費

・会社設立に係る定款認証料
※詳細は募集要項の別紙２「補助対象経費一覧表」でご確認ください。

提出書類名 提出部数 提出先

１ 応募書類チェックシート 原本１部
〒７００−８５４４
岡山市北区大供⼀丁目１−１
岡山市産業観光局商工部
創業支援・雇用推進課
startup@city.okayama.lg.jp

郵送または持参により提出ください。
あわせて、事業計画書の電子データ
を 上 記 ア ド レ ス に 送 付 く だ さ い
（※）

２ 事業計画書の提出について（様式１） 原本１部

３ 事業計画書（※）（様式２）
原本１部
副本３部
電子データ

４ 補助金所要額調書（様式３） 原本１部

５ 事業計画書の確認書（様式４） 原本１部

６ 特定創業支援事業報告書の写し 原本１部

※事業計画書の電子データがない方は、電子データの提出は不要です。

令和５年４月１日から令和６年２月２９日の間に支払ったことが書面で確認できる以下の経費


